
入 札 結 果 表

住 民 基 本 台 帳 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム 機 器 一 式１ 入 札 件 名

筑 後 市 本 庁 舎２ 工 事 等 場 所

パ ソ コ ン ・ プ リ ン タ ー 賃 貸 借工 事 等 種 別３
リース料率1.8%　消費税率10%
令和7年度から令和11年度までの債務負担行為の限度額は9,748,000円である。
令和6年3月議会にて一般会計予算議決済。
当初入札不調により、再入札に付するもの。

４ 工 事 等 概 要

令 和   年   月   日 〜 令 和 1 1 年 1 0 月 3 1 日契 約 期 間５

６ 入 札 年 月 日 令 和  6 年  9 月 2 6 日

７ 予 定 価 格 1 0 , 4 5 4 , 4 0 0 円 （入札書比較価格 9 , 5 0 4 , 0 0 0 円）

８ 落 札 者 名 株 式 会 社 Ｊ Ｅ Ｃ Ｃ

９ 落 札 金 額 1 0 , 0 4 5 , 2 0 0 円

１０ 入札指名理由又は一般競争入札参加資格

１１ 入札結果（入札経過）

入　札　金　額
入　札　業　者　名 見積徴収 備　　考

１回 ２回

1 株式会社ＪＥＣＣ 9 , 1 3 2 , 0 0 0 落札

2 三菱電機フィナンシャルソリューションズ株式会社　九州支店 9 , 2 5 8 , 0 0 0

3 東京センチュリー株式会社 辞退

4 国際航業株式会社　福岡支店 辞退

5 大和リース株式会社　福岡支社 辞退

6 ＮＴＴ・ＴＣリース株式会社　九州支店 辞退

7 株式会社ぎょうせい　九州支社 辞退

8 三菱ＨＣキャピタル株式会社 辞退

9 株式会社ＢＣＣ 辞退

1 0 旭陽電気株式会社 辞退

1 1 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社　九州支店 辞退

1 2 株式会社有明ねっとこむ 辞退

1 3 株式会社ウェルクル　九州・中国支部 辞退

1 4 株式会社ブレインサービス 辞退

1 5 株式会社自治体病院共済会 辞退

1 6 株式会社レイメイ藤井　福岡営業部 辞退

（注）1　入札の結果、くじによる落札者の決定、最低価格申込者以外の者の落札者決定、再度（公告）入札、ま
　　　　たは随意契約を行った場合はその旨を備考欄に記載すること。
　　　2　最低制限価格以下の入札者については、その旨を備考欄に記入すること。
　　　3　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「自治令」という。）第1 6 7条の1 0第1項（1 6 7条の1
　　　　3で準用する場合を含む。）の規定による低入札価格調査制度により、最低の価格以外の者を落札者
　　　　とした場合は、理由を備考欄に記載すること。
　　　4　自治令１６７条の１０の２第１項及び第２項の規定による総合評価方式により、落札者を決定した場合
　　　　は、理由を備考欄に記載すること。
　　　5　入札業者が１５人を超えるときは、別葉とすること。
　　　6　落札金額の欄には、入札書に記載された金額に該当金額の１０％（１円未満切捨て）に相当する金額を
　　　　加算した額を記入すること。
　　　7　入札金額の欄は、入札書に記載された金額を記載すること。
　　　8　入札金額欄の金額は、入札者が見積もった契約希望金額の1 1 0分の1 0 0に相当する金額であること。
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入 札 結 果 表

住 民 基 本 台 帳 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム 機 器 一 式１ 入 札 件 名

筑 後 市 本 庁 舎２ 工 事 等 場 所

パ ソ コ ン ・ プ リ ン タ ー 賃 貸 借工 事 等 種 別３
リース料率1.8%　消費税率10%
令和7年度から令和11年度までの債務負担行為の限度額は9,748,000円である。
令和6年3月議会にて一般会計予算議決済。
当初入札不調により、再入札に付するもの。

４ 工 事 等 概 要

令 和   年   月   日 〜 令 和 1 1 年 1 0 月 3 1 日契 約 期 間５

６ 入 札 年 月 日 令 和  6 年  9 月 2 6 日

７ 予 定 価 格 1 0 , 4 5 4 , 4 0 0 円 （入札書比較価格 9 , 5 0 4 , 0 0 0 円）

８ 落 札 者 名 株 式 会 社 Ｊ Ｅ Ｃ Ｃ

９ 落 札 金 額 1 0 , 0 4 5 , 2 0 0 円

１０ 入札指名理由又は一般競争入札参加資格

１１ 入札結果（入札経過）

入　札　金　額
入　札　業　者　名 見積徴収 備　　考

１回 ２回

1 7 株式会社エルコムジャパン 辞退

1 8 キーウェア九州株式会社 辞退

1 9 －以下余白－

（注）1　入札の結果、くじによる落札者の決定、最低価格申込者以外の者の落札者決定、再度（公告）入札、ま
　　　　たは随意契約を行った場合はその旨を備考欄に記載すること。
　　　2　最低制限価格以下の入札者については、その旨を備考欄に記入すること。
　　　3　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「自治令」という。）第1 6 7条の1 0第1項（1 6 7条の1
　　　　3で準用する場合を含む。）の規定による低入札価格調査制度により、最低の価格以外の者を落札者
　　　　とした場合は、理由を備考欄に記載すること。
　　　4　自治令１６７条の１０の２第１項及び第２項の規定による総合評価方式により、落札者を決定した場合
　　　　は、理由を備考欄に記載すること。
　　　5　入札業者が１５人を超えるときは、別葉とすること。
　　　6　落札金額の欄には、入札書に記載された金額に該当金額の１０％（１円未満切捨て）に相当する金額を
　　　　加算した額を記入すること。
　　　7　入札金額の欄は、入札書に記載された金額を記載すること。
　　　8　入札金額欄の金額は、入札者が見積もった契約希望金額の1 1 0分の1 0 0に相当する金額であること。
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